
居住や都市機能の誘導
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居住等を誘導
すべき区域等

○コンパクトシティの形成に取り組むにあたっては、河川管理者、下水道管理者等との連携により、災害リスクの低い
地域への居住や都市機能の誘導を推進することが重要。

○立地適正化計画においては、災害リスクを踏まえた課題を抽出し、都市の防災に関する機能の確保のため「防災指針」
を定めるとともに、この方針に基づく具体的な取組を位置付けることとしている。居住誘導区域における災害リスクを
できる限り回避あるいは低減させるため、必要な防災・減災対策を計画的に実施していくことが求められる。

○防災指針については、市町村が独自に定める防災に関する計画が防災指針の内容を含み、かつ、都市再生特別措置法第
81条第22項に定める手続きを経た場合、当該計画を防災指針と位置付けることが可能。

※社会資本整備審議会 河川分科会 気候変動に適応した治水対策検討小委員会
「水災害分野の気候変動適応策のあり方について ～災害リスク情報と危機感を共有し、減災に取り組む社会へ～ 中間とりまとめ」を踏まえ作成

リスクの提示

床上浸水の頻度が高い地域など、災害リスクの高い地域を提示。
まちづくりに関する協議会等に河川管理者や下水道管理者等が
積極的に参画して関係者と災害リスク情報を共有。

災害リスクの低い地域へ居住や都市機能を誘導

※災害リスクの高い地域は居住等を誘導すべき区域等から除外

１．関連する計画や他部局の関係施策等の整理について
(6)防災施策との連携

26中高 低

災害リスク

※気候変動の影響により近年頻発・激甚化する自然災害に対応するため、水災害リスクを低減させるための堤防、遊水地、下水道等のハード
整備とともに、想定される災害リスクを分析し、まちづくりにおいて総合的な防災・減災対策を講じていく必要がある。

ハザードへの対策

居住等を誘導すべき区域等の災害リスクを低減させる、河川や下
水道、雨水貯留施設、浸透施設等の整備や、土地、家屋の嵩上げ、
避難路・避難場所の整備等を重点的に推進


